
 

■第３章 中小企業の現状と課題          

 

１．中小企業を取り巻く環境 

 

本市を含む中小企業を取り巻く環境は、人口減少や人手不足、原材料価格や人件費上昇に
よるコスト増など厳しさを増しています。一方で、デジタル化や脱炭素の進展は新たな事業
機会を生み出す契機ともなります。持続的な発展のためには、生産性や経営力向上への取組
に加え、地域内外との連携や支援策の活用を図りつつ、変化に対応できる経営基盤の強化が
求められています。 
 
２．糸島市の中小企業の現状 

 

（１）年齢３区分から見た人口の推移 

産業を担う生産年齢人口が減少 

生産年齢（15〜64 歳）人口は減少傾向、高齢者（65 歳以上）人口は令和 11 年までは増
加するものの、その後減少に転じ、年少（15 歳未満）人口は令和９年までは増加するもの
の、その後、減少に転じる見込みです。 
  

 
 
 
 
  

資料：第２次糸島市⻑期総合計画後期基本計画 
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（２）産業別就労者数 

１次産業就労者が減少 

就労者総数は、近年横ば
い傾向です。就労者数の約
74％を第３次産業が占めて
います。第２次産業（約 18％）
と第１次産業（約８％）の就
労者は減少しています。 

 
 
 

 
（３）産業別従業者数割合 

県平均と比べ、農林漁業従事者が多く、製造業従事者が少ない 

 日本標準産業分類の大分類別で見ると、市・県ともに、卸売業、小売業（16.9％）や医療、
福祉（市 14.4％、県 15.5％）の割合が高いです。また、県との比較では、農業,林業（市 7.0％、
県 2.3％）や漁業（市 0.8％、県 0.1％）の割合等が高く、製造業（市 8.2％、県 11.4％）の
割合が低くなっています。 

 
  

資料：国勢調査 

資料：国勢調査（R2 年） 
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（４）事業所・従業者数 

事業所・従業者数は増加傾

向 

事業所数・従業者数とも
に増加傾向です。平成 24 年
と令和３年の比較では、従
業者数が 15.8％増加してい
ます。 

 
 

 
（５）従業者数別の事業所割合 

小規模な事業者の割合が、

県平均よりも高い 

市内の従業者数４人以下
の事業所は全体の 68.1％、
19 人以下の事業所までを含
めると 91.1％です。なお、県
では 4 人以下が 62.1％、19
人以下が 89.6％で、糸島市
は小規模な事業者の割合が
高いです。 
 
 
（６）個人・法人別事業所割合 

個人事業主の割合が、県平

均よりも高い 

 市内事業所の内訳は、個
人が 45.4％、法人が 54.6％
です。なお、県の割合は、個
人が 33.3％、法人が 66.7％、
国が個人 32.2％、法人が
67.8％であり糸島市は個人
の割合が高いです。 

  

資料：経済センサス活動調査 

資料：経済センサス活動調査（R3 年） 

資料：経済センサス活動調査（R3 年） 
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（７）小売販売力係数 

市外からの買い物流入より、市民の市外での買い物流出が多い 

福岡都市圏内 10 市の令和３年の小売販売力係数は、福岡市が最も高い 1.41 で、1.00 を
上回るのは４市です。糸島市は 0.73 で、消費者が市外に流出している状況です。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）小売業の年間販売額 

年間販売額が小さな事業所が多い 

福岡都市圏内 10 市の令和３年の 1 事業所当たりの販売額は本市が最下位となっており、
平均的に見ると年間販売額が小さな事業所が多いことが分かります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料：人口は国勢調査、販売額は経済センサス活動調査 
※小売販売力係数＝（市の販売額÷市の人口）÷（県の販売額÷県の人口）。1.00 を上回れば、他地域
から消費者が来ていることを示し、下回れば他地域に消費者が流出していることになる。 

資料：経済センサス活動調査 

 

福岡市 筑紫野市 春日市 福津市 大野城市 宗像市 古賀市 太宰府市 那珂川市 糸島市
H24年 1.25 1.00 0.88 0.54 1.07 0.90 0.87 0.77 0.92 0.68

H28年 1.56 1.18 1.05 1.23 0.99 0.96 0.86 1.14 0.88 0.80

R3年 1.41 1.19 1.06 1.01 0.90 0.83 0.81 0.77 0.77 0.73
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H24年 18,040.6 19,284.5 16,124.2 21,074.2 15,012.3 14,934.2 9,739.2 15,328.3 18,214.8 11,667.5

H28年 21,076.2 22,936.1 17,305.5 18,882.3 16,155.6 19,535.5 16,108.0 15,756.9 16,333.1 12,955.1
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5,000.0

10,000.0

15,000.0

20,000.0

25,000.0

小売業の年間販売額（１事業所当たり）

H24年 H28年 R3年

（万円） 

-9-



 

（９）製造品出荷額等 

都市圏内では比較的規模が大きい事業所が多い 

福岡都市圏内 10 市の令和６年の製造業出荷額の現状を比較すると、本市は、1 事業所当
たりの年間出荷額は 10 市中４番目となっています。しかし、県平均は 192,905 万円であり、
県内で比較するとまだ平均に満たない状況です。 
 

 
 
  

 
  
 
 
 
 
 
 
 
（10）法人市民税収納額（人口１人当たり） 

福岡都市圏内 10 市で最も少ない 

 法人市⺠税は、市内に事務所などがある法人等に課税されます。毎年度変動しますが、令
和４年度の糸島市の法人市⺠税（人口１人当たり）は、福岡都市圏内 10 市で最も少なくな
っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：経済構造実態調査 製造業事業所調査 

資料：数字でみる福岡都市圏のすがた 2023〜2025 
 

福岡市 古賀市 大野城市 筑紫野市 那珂川市 太宰府市 春日市 福津市 宗像市 糸島市

R2年度 22,640 9,608 8,833 7,480 5,468 5,369 4,494 3,844 3,742 3,663

R3年度 21,979 9,731 8,797 7,905 5,660 5,552 5,204 4,264 4,176 4,221

R4年度 22,722 9,634 8,194 7,823 5,809 5,701 5,470 4,499 4,048 3,985
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古賀市 福津市 宗像市 糸島市 福岡市 太宰府市 筑紫野市 大野城市 那珂川市 春日市

R4年 186,141 103,198 89,872 74,500 70,644 54,359 48,011 56,252 26,013 16,706

R5年 192,495 109,587 100,487 85,690 73,791 55,771 49,424 41,299 27,574 33,000

R6年 201,964 109,935 107,700 90,474 79,293 58,148 54,150 44,253 27,089 20,823
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（11）有効求人・求職者状況 

有効求人倍率が低く職が探

しにくい 

糸島市を管轄する福岡⻄
公共職業安定所の令和６年
度の有効求人倍率は 0.51 倍
で、福岡都市圏内の公共職
業安定所（福岡中央・福岡
東・福岡南・福岡⻄）の中で
最も職が探しにくい状況で
す。 

 

 

 

（12）有効求人・求職者状況 

求人と求職者の職業にミスマッチが生じている 

糸島市を含む福岡都市圏内の公共職業安定所管内で、令和７年３月において事務的職業
を探している人は 9,440 人ですが、募集人数は 3,487 人です。一方、介護サービスや飲食物
調理などを含むサービスの職業を募集している人数は 6,170 人ですが、探している人は
2,416 人です。このように、職業によりミスマッチが生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：職業安定業務年報（福岡労働局） 
※有効求人倍率は、 求職者１人につき何件の求人があるかを表す

指標です。値が大きいと職を探しやすく、値が小さいと職を探
しにくくなります。 

資料：福岡労働局公表資料（R7 年 3 月分） 
ハローワーク福岡中央、福岡東、福岡南、福岡⻄の合計数 

 

福岡中央 福岡東 福岡南 福岡⻄

R2年度 1.49 1.05 0.67 0.46

R3年度 1.44 1.02 0.69 0.52

R4年度 1.62 1.22 0.75 0.53

R5年度 1.71 1.22 0.82 0.54

R6年度 1.61 1.31 0.77 0.51
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古賀市 福岡市 春日市 太宰府市 大野城市 福津市 宗像市 筑紫野市 糸島市 那珂川市

R2年度 845 759 687 692 702 676 680 1,170 617 520

R3年度 799 792 720 716 726 705 693 686 616 521

R4年度 835 824 766 744 739 728 725 691 625 525
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福岡市 古賀市 糸島市 那珂川市 春日市 筑紫野市 大野城市 太宰府市 福津市 宗像市

R2年度 301 278 264 269 273 275 264 248 244 251

R3年度 320 290 268 272 270 270 265 251 249 252

R4年度 326 296 268 267 263 263 257 252 251 250
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（13）市町村内総生産額 

一次産業が多い、付加価値の高い産業が少ない 

市内総生産額とは、市内にある事業所の生産活動によって生み出された生産物の総額（産
出額）から中間投入額（原材料費や帰属利子等）を除いたもの。令和４年度の糸島市は、福
岡都市圏 10 市中 9 位の 625 万円です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（14）市町村民所得 

一次産業が多く単純労働型が中心で、賃金が高い事業所などが少ない 

市町村⺠所得は労働の対価として分配される雇用者報酬、資産運用等による財産所得、企
業利益等による企業所得の合計から算出したもの。福岡市と古賀市を除くと大きな差はな
いものの、福岡県の平均 281 万円には届いていません。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：数字でみる福岡都市圏のすがた 2025 

（万円） 

（万円） 

資料：数字でみる福岡都市圏のすがた 2025 

-12-


